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＜売掛債権を譲渡しよう＞ 
   

  

「WISE FAXNET」では「Wisdom」ユーザー様に経審に関する最新情報、経審対策のワンポイントを紹介、月一回の発行となります。内容に関するお問い
合わせ、バックナンバーの請求は弊社までご連絡下さい。 

送信枚数 １枚 

Wise Corporation

Wisdom99 経審点数計算システム（99 年改正経審完全対応版）発売中!! 
W i s dom99 経審点数アップシミュレーションシステムは7 月下旬発売予定です。今しばらくお待ち下さい。 
 
 
 
 
＊すでにご注文をいただいたお客様にもこの FAXは届い 
ております。 
 

◆資料請求・ご注文は上欄に必要事項を記入の上、 
ＦＡＸにて当社までご返送下さい。   

FAX.0269-65-4745 

 

下記にご連絡先をご記入下さい。ユーザー様で前回登録時と変更のない場合には、

貴社名と担当者名、TELのみをご記入下さい。 

貴社名 

ご担当者様 ご役職・部署名 

ご住所（商品送付先） 〒 
 

TEL FAX 

e-mail 決算月 

 

FAXNET9906－U 

□ 資料請求 
□ 注文希望（注文用紙を送付します。）
 

 前回に続き、「流動性」の比率を見ていきましょう。 

  受取勘定月商倍率（X6）＝（受取手形＋完成工事

未収入金＋売掛金）／（売上高÷12） 
  この指標は数値が小さいほど、評点にプラスとなります。（上限値0.0  

下限値 4.3） 

  完成工事未収入金と売掛金が０の会社が満点ですが、完成工事未

収入金と売掛金が０になるのは至難の業です。特に、不良債権が多い

会社は、この指標で苦しみそうです。 

  売掛金を減らしたい。これは、経営の鉄則で経営者の願いですが、

なかなか思うようにいかないのが現実です。民間工事を手がける会社

は特に発注者の資金繰りに注意すべきであり、受注活動と同時にチェ

ックすべき内容です。 

  しかし、決算期末に完成工事未収入金や売掛金が残ってしまって、

このままいけば点数が下がってしまう事態になってしまったらどうしたら

いいでしょう。このときは、思い切って売掛債権を譲渡しましょう。

  「資産の流動化（証券化）」という言葉を聞いたことがありますか。資

産の流動化とは、資産を特定目的会社に売却し、特定目的会社が、

その資産そのものの価値をもとに証券を発行し、直接資本市場から資

金を調達する方法です。この手法は資本不足に悩む金融機関等にお

いて利用されていますが、もちろん、「経審」対策の必要な建設会社に

おいても大いに利用したい制度です。 

 債権の流動化もこの資産の流動化のひとつですが、資産の流動化

は一部の大企業において、行われているのが現実であり、まだ、中小

企業において簡単に使える状況とはなっていません。また、建設省に

おいても昨年２月より完成工事未収入金債権の流動化策を実施してい

ますが、公共事業関係の一部の優良な売掛債権しか対象になってい

ません。 

 そこで、中小企業においては、売掛債権の受け皿会社を用意して売

掛債権の譲渡をしましょう。債権譲渡に関しては、昨年１０月から「債権

譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律」も施行されて

おります。環境は十分整っています。なお、不良債権の譲渡について

はいわゆる「飛ばし」にならないよう注意しましょう。税法上の取り扱い

も心配なので、譲渡の際には担当の税理士さんに相談してみて下さ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産の流動化 

 

 

 

 

 

 

 

 

WISENET編集部  松 村 清（税理士）

売掛債権 

固定資産 

有利子負債 

資本 

◆資産の流動化の「経審」上のメリット 
・売掛債権の流動化により「流動性」の比率がよくなる。 

・固定資産の流動化により「健全性」の比率がよくなる。       

・流入した資金を有利子負債の返済に充てた場合には、有利子

負債月商倍率(X8)がよくなる。ただし、固定負債の返済は長期固

定適合比率(X11)を悪くする。 

・流入した資金を負債の返済に充てた場合には、総資本が圧縮さ

れて、総資本経常利益率(X2)(経常利益がプラスの場合)、自己資

本比率(X7)(自己資本がプラスの場合)がよくなる。ただし、固定負

債の返済は長期固定適合比率(X11)を悪くする。 

・全国 191,274件のデータ収録 
・平成 11年 3月 31日までに公表されている経審結果を収録 
・CD-ROM１枚組、マニュアル付き 定価 18,900円（本体 18,000 円）
◆「経審データブック」については下記までご連絡ください。   
当社でのお取扱いはございません。 
発行：（財）建設業情報管理センター 様 

    TEL ０３－５５４０－５７０１   http://www.ciic.or.jp/
発売：（株）大成出版社 様   TEL ０３－３３２１－４１３１

「経審データブック」第２号 発売のご案内 
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